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▶製造業で、既存の海外拠点の増強、または、新たに海外展開に向けて情報収集等
の取り組みを実施したと１９．３％が回答（全産業では１０．８％）

▶８月の全産業合計の業況ＤＩは、被災地を除き、▲３６．５（前月比＋３．５ポ
イント）と、４カ月連続でマイナス幅が縮小。７カ月ぶりにマイナス３０台とな
り、震災前の水準（１１年２月：▲４０．１）を上回った

▶先行きについては、先行き見通しＤＩが▲３２．７と、今月から＋３．８ポイン
ト改善する見通し。自動車メーカーの増産に伴う受注増加や復興需要への期待が
みられる。しかし、急激な円高や海外経済の減速など、先行きへの警戒感が強
まっている。また、円高や電力不足の長期化等を背景に、取引先による生産・販
売拠点の海外移転が進んでおり、幅広い業種にわたって、受注減少や来客数減少
など仕事喪失を懸念する声も多い
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ポイント

業況ＤＩは、被災地を除き震災前水準を上回るも、先行きへの警戒感が強まる

▶国内市場が縮小傾向にあることに加え、円高による影響もあり、既存の海外販売
拠点を強化し、海外比率を高める （盛岡・酒類製造販売）

▶リーマン・ショック以降、海外展開を検討していたが、今回の円高を契機に、進
出を決意し、事業計画を策定。来年、タイに生産拠点が完成予定

（本庄・自動車部品製造業）

▶円高・電力不足により取引先が海外に工場を移転、国内の設備投資が停滞してい
ることから受注が減少 （東京・機械製造販売）

▶地元企業の海外移転により来客数がダウン、売上が減少している（掛川・総合スーパー）

中小企業の声

自社の海外展開に関する取り組み

◆海外展開に向けての自社の取り組みの有無

100%

0%

＜製造業＞

既存海外拠点の増強、または、新たな
海外展開に向けての取り組みを実施

特に取り組みはしていない（できない）

◆海外展開に向けての取り組み内容（１９．３％の内容）

①既存の海外拠点の増強（生産・販売・物流拠点）

0% 5% 10%

従業員ＤＩ

採算ＤＩ

資金繰りＤＩ

売上ＤＩ業況ＤＩ

仕入単価ＤＩ

販売・物流の海外展開

情報収集 ５．１％
ＦＳ調査 １．８％
ＦＳ調査を実施後、事業計画策定 １．５％

（複数回答）

0%
＜製造業＞

※全産業では１０．８％

②新たな海外展開に向けての取り組み

15%

≪内訳：複数回答≫

◆取引先の海外展開への動きの有無

＜製造業＞ 100%
取引先が既存海外拠点の増強、または
新たな海外展開に向けて動きあり 特に動きは見られな（把握していない）

※全産業では１７．６％

≪内訳：複数回答≫
（リーマン・ショック以降、年内に） （来年以降に）

「初めて海外に事業所」を設ける ９．５％ 「初めて海外に事業所」を設ける ２．６％

「既存の海外の事業所」を増強 ２０．１％ 「既存の海外の事業所」を増強 ７．３％

▶製造業で、取引先が既存の海外拠点の増強、または、新たに海外で拠点整備する
動きがあると２８．９％の企業が回答（全産業では１７．６％）

取引先の海外展開に関する動き

生産の海外展開

情報収集 ７．６％
ＦＳ調査 １．１％
ＦＳ調査を実施後、事業計画策定 ２．２％



0%

30.3%

5.1%

23.9%

11.1%

8.9%

14.1%

39.3%

＜業種別＞
「悪い影響が及んでいる(①)」+「今後、悪い影響が及ぶ見通し(②)」・・・全産業：２６．９％ 製造業：３２．９％ 卸売業：３３．６％

＜地域別＞
「悪い影響が及んでいる(①)」・・・・・関東：１５．３％ 東海：１６．４％

「今後、悪い影響が及ぶ見通し(②)」・・東北：１９．３％ 北陸信越：１３．０％ 近畿：２２．１％ 九州：２４．０％

10. 0% 16.9%
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中小企業の声

▶取引先の休日変更に対応するため、週７日（毎日）の出荷体制となり、従業員の勤
務ローテーション等の対応に苦慮 （千葉・一般産業用機械製造業）

▶企業の休日変更により、土日の来店客数が減少、売上が大きく落ち込んでいる
（桐生・デパート）

▶土日の作業員の増員をしたいが、人員の確保が困難 （名古屋・自動車部品製造業）

▶２６．９％（①+②）の企業が、「悪い影響が及んでいる(①)」または、「今後、悪い
影響が及ぶ見通し(②)」と回答。特に、製造業、卸売業は３０％以上に達する

▶関東１５．３％、東海１６．４％の企業が「悪い影響が及んでいる」と回答

▶東北１９．３％、北陸信越１３．０％、近畿２２．１％、九州２４．０％の企業
が「今後、悪い影響が及ぶ見通し」と回答。影響は全国的な広がりを見せている

▶深刻な影響があると回答した企業のうち、５８．５％が勤務ローテーション等の
人員面と回答。反面、新たに人員確保が必要となり、人手不足感が強まっている

◆休日(操業・営業日)変更に伴う経営への影響

電力の供給不足を背景にした休日（操業・営業日）変更に伴う経営への影響

◆休日変更（操業・営業日）が経営に及ぼす深刻な影響（見通し含む）

①従業員等の勤務ローテーションの調整

②土日のアルバイト・パートの人員確保

③土日の従業員の出勤困難
（保育所が利用できない等）

④営業日の増加による従業員の休日確保

⑤人件費や運送費の土日割増等の経費の増加

⑥公的機関と休日がずれることによる
申請等の手続きに苦慮

⑦取引先の休日変更に対応できない
ことによる売上・受注減少

（複数回答）

0% 10% 20% 30% 40%

③良い影響 1.0％

④今後、良い影響 2.4％

①悪い影響

②今後、悪い影響

⑤影響は及んでいない
69.6％

100%

人員面での影響 ５８．５％
（①+②+③+④より重複除く）

※深刻な影響があると（ある見通し）回答した企業の内容


